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（ア）運行規制に係る立入検査・調査

運行規制について条例の遵守状況を確認する

ため、事業所への立入検査、路上検査等を実施

しています。 
さらに、より広汎に多くの車両を確認するた

めに、対象となる自動車のナンバープレートを

ビデオで撮影し、条例の適合状況を判別するシ

ステムを導入し、 年７月から運用を開始して

います。

（イ）燃料規制に係る検査

排出ガス中の粒子状物質を低減させるため、

国が実施する燃料中の硫黄分の規制に加えて、

県では、重油混和燃料の使用・販売を規制して

おり、税務部門と合同で路上検査等を実施して

います。 

エ 低公害車等の普及促進

（ア）低公害車の普及促進

県では* *低公害車の普及を促進するために、天

然ガス自動車・ハイブリッド自動車への補助制

度や、低燃費かつ低排出ガス認定車の買い替え

のための融資制度により、民間事業者の抵公害

車導入を支援してきました。 
また、「千葉県環境保全条例」により自動車販

売業者に対する低公害車等の自動車環境情報の

説明を義務付けています。 
県の公用車についても、｢千葉県公用車のエコ

カー導入方針｣により、低公害車の積極的な導入

及び使用の拡大を図っています。 
低公害車のうち、低燃費かつ低排出ガス認定

車やクリーンディーゼル自動車を除いた低公害

燃料車の保有台数は、 年度末で約 万台（自

動車検査登録協会調べ 軽自動車・二輪車を除

く。）でした。 
（イ）自動車税のグリーン化税制の導入

低燃費かつ低排出ガス自動車について、その

環境性能に応じ自動車税の税率を軽減する一方、

新車新規登録から一定年数を経過した環境負荷

の大きい自動車に対しては税率を重くする特例

措置が 年度から実施されています。 

（ウ）エコドライブの推進

エコドライブは、誰でも取り組め、二酸化炭素

と大気汚染物質の削減に効果があり、また、燃費

向上による燃料代の節約、さらには交通事故防止

の効果も期待できる取組です。県では、独自のパ

ンフレット「Ｌｅｔ’ｓ エコドライブ！－簡単!
エコドライブ・テクニック－」を作成し、ホーム

ページ、イベントなど様々な方法により、広く県

民、事業者にエコドライブに関する情報を提供し

ています。（図表 ）

また、エコドライブを体験・実感できる取組と

して、県民、事業者を対象に九都県市と連携した

エコドライブ実技講習などを開催し、ドライバー

が継続的にエコドライブに取り組めるよう働き

かけを行っています。（図表 ）

 
図表 「Ｌｅｔ’ｓ エコドライブ！ 

－簡単!エコドライブ・テクニック－」
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また、吹付けアスベスト、アスベストを含有

する断熱材、保温材又は耐火被覆材が使用され

ている建築物及び工作物を解体・改造・補修す

る作業は「特定粉じん排出等作業」として、事

前の届出と作業種類に応じた作業基準の遵守が

大気汚染防止法に定められていますが、 年６

月に基準の強化等が行われました。今後、建材

としてアスベストを使用した建築物の解体が増

加していくことが見込まれるため、立入検査等

を通じて、対策の徹底を指導していきます。

 
イ 千葉県アスベスト問題対策会議

アスベスト問題に対して、県として迅速かつ総

合的に対応していくため、 年９月、庁内各部

局で構成される「千葉県アスベスト問題対策会

議」を設置し、専門的・横断的な施策・方針につ

いて協議等を行いながら、対策を進めています。 

（５）大気環境等の監視

ア 環境監視体制の整備

大気汚染防止法に基づき県下の大気汚染状況

を把握するため、県及び測定義務のある６市は、

大気環境常時測定局を設置し、大気汚染状況の

常時監視を行っています。 
また、その他の市（木更津市等 市）におい

てもそれぞれ必要に応じて測定局を設置し常時

監視を行っています。 
年度の設置局数は、一般環境大気測定局

局と自動車排出ガス測定局 局の合計 局で

す。（図表 ）

このうち、 局については、環境監視テレメ

ータシステム（一部千葉市等９市システム経由）

で県の大気情報管理室と電話回線で接続し集中

管理しており、光化学スモッグ等の緊急時に対

応する体制として整備しています。 

　京葉臨海工業地帯等に立地する県内の主要

工場については、発生源監視テレメータシス

テムにより、煙道排ガスの自動測定機のデー

タを電話回線で県の大気情報管理室に収集

し、常時監視を行っています。

　27年４月現在のテレメータ接続工場数は、

27工場（千葉市システム経由の２工場を含

む）で（図表4-1-40）、これにより環境保全

協定等の遵守状況や緊急時におけるばい煙等

の削減措置の確認を行っています。
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また、県内の工場・事業場等の固定発生源か

ら排出される硫黄酸化物及び窒素酸化物のおお

むね８割が発生源監視テレメータシステムによ

る常時監視の対象となっています。 
図表 発生源テレメータ接続工場数 

（ア）硫黄酸化物・窒素酸化物排出量の推移

年度以降の年度別の硫黄酸化物と窒素酸化

物の排出量の推移は図表 のとおりです。

年度、 年度の排出量についてみると、硫

黄酸化物は時間当たり ㎥ 、 ㎥ 、窒素

酸化物は時間当たり ㎥ 、 ㎥ で、

共に横ばいの状況です。

また、月別排出量は図表 のとおりです。

 
図表 硫黄酸化物・窒素酸化物排出量の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 月別排出量の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
（イ）環境保全協定等に係る年間計画値の監視結果

協定工場のうち 工場及び「窒素酸化物対策

に関する覚書」を締結したガラス工場１工場に

ついて、テレメータシステムにより、協定及び

覚書に基づく年間計画値（年間計画書に記載さ

れている工場ごとの硫黄酸化物、窒素酸化物の

時間当たりの計画排出量）の遵守状況の常時監

視を行いました。 
 
（６）大気汚染緊急時対策の実施

 昭和 年６月に木更津市を中心とした東京湾

岸地域（市川市～館山市）で、のどの痛み、せき

込み等の症状を呈する被害が発生しました。 
また、同年７月には東京都杉並区でも同様の被

害が発生し、これを契機に光化学スモッグが大き

な社会問題となりました。 
県では、この問題に対処するため、昭和 46 年か

ら光化学スモッグの監視体制を整備してきました。 
光化学スモッグによる大気汚染が著しくなり、

人の健康や生活環境に被害が生じるおそれのある

場合には、光化学スモッグ注意報等を発令し、①

県民への周知（関係市町村、教育委員会、警察本

部、報道機関等への通報や、テレビ等による広報）、

②緊急時協力工場等に対するばい煙排出量の削減

措置の要請等、③自動車の使用者若しくは運転者

に対する運行の自主規制についての協力要請等、

いわゆる緊急時の措置を講じています。 
また、県民に対しては、メール配信サービス、

テレホンサービス、インターネット等により、光

化学スモッグ情報を提供しています。 
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また、県民に対しては、メール配信サービス、
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「千葉県大気汚染緊急時対策実施要綱」により、

地域 市町村（ 年度から全県に拡大）を対

象に、光化学オキシダント濃度が高濃度で継続す

ると判断される場合、光化学スモッグ注意報等を

発令し、緊急時対策を講じています。

なお、緊急時の発令基準は図表 のとお

りです。

年度の光化学スモッグ緊急時協力工場等は

工場・事業場（ 年 月現在、図表 ）

でした。 

イ 同時通報システムの整備

緊急時における連絡体制として、メール配信

システム及び、緊急時対策地域の 市町村中、

市町村に同時通報装置（ファクシミリ）を設

置し、発令情報の伝達と対応の迅速化を図って

 
 
 
 
 

ウ 被害の状況

（ア）健康被害

光化学スモッグ被害届出者数の年度別推移は

図表 のとおりであり、 年度は、2 名の

被害届出がありました。 
（イ）農作物被害

光化学スモッグによる影響は、昭和 年代か

ら現在に至るまでイネ、サトイモ、ラッカセイ、

ホウレンソウ、ネギ、インゲン、ミツバ等多く

の農作物の葉に白斑や褐色斑が確認されていま

す。光化学スモッグにより農作物被害が発生し

た場合は、被害状況を調査し、関係者に情報提

供するなどの対策を講じています。 
 
 

ア　千葉県大気汚染緊急時対策実施要綱

います。なお、市町村については市が設置をし

ています。
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図表 微小粒子状物質 自動測定機

整備状況
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（７）微小粒子状物質 に対する取組

微小粒子状物質（ ）は、大気中に浮遊し

ている μｍ以下の小さな粒子のことで、非常

に小さいため肺の奥深くまで入りやすく、呼吸系

への影響に加え、循環器系への影響が心配されて

います。

年 月には環境基準が定められましたが、

環境基準が達成されていない測定局があること

から、今後も監視体制の充実を図り、的確な情報

提供に努めるとともに、国等と連携しながら効果

的な発生源対策を検討する必要があります。 

（ア）注意喚起の位置づけ

広範囲の地域にわたって健康影響の可能

性が懸念される場合に、参考情報として広

く県民に注意を促すために行います。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 光化学スモッグ被害届出者数の年度別推移 

九十九里・

南房総地域

県北部・

中央地域

一般環境
大気測定局

自動車排出ガス
測定局

県設置 ２０局 １局
国設置 １局
市設置 ２３局 ７局
小計 ４３局 ９局
合計 ５２局

ア　微小粒子状物質監視体制の充実

　県では、22年度から測定機の整備を開始し、

23年度から常時監視を実施しています。27年度

の機器整備状況を図表4-1-46に示しました。

イ　高濃度時の注意喚起の実施

　県では、国が示した「注意喚起のための暫定

的な指針」により、微小粒子状物質（PM2.5）濃

度が高濃度となるおそれがあると判断される日

は、次のとおり住民に注意を呼びかけます。な

お、これまで、平成25年11月4日に県内初の注意

喚起を実施しています。 
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